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D̂ 次に掲げる基準を全て満たす主任技術者又
は監理技術者を本工事に専任で配置できるこ
と。（共同申込みの場合は、特定建設工事共同
企業体の全ての構成員が配置できること。）
{ 一級建築士又は１級建築施工管理技士の
資格を有する者若しくはこれらと同等以上
の能力を有する者として国土交通大臣が認
定した者であること。

| 平成15年度から公告日の前日までの期間
に、単独申込み及び共同申込みの代表者に
あっては上記Ĉ{に掲げる工事について上
記D̂{の元請けの有資格者としての経験を
有する者（共同申込みの代表者以外にあっ
ては上記Ĉ{又はĈ|ロに掲げる工事につ
いて、上記D̂{の元請けの有資格者として
の経験を有する者）であること。ただし、
次のａ及びｂに掲げる基準を全て満たさな
い場合は、同種の工事の経験とはみなさな
い。
ａ 対象工事の契約時点で上記{の資格を
有していること。
ｂ 対象建築物の工事着工（現場施工に着
手する日）から竣工（建築主事等による
完了検査の日）までの全ての期間に従事
していること。

} 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

~ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係が
あること。なお、恒常的雇用関係とは申請
書、資料及び見積書の提出日以前に３か月
以上の雇用関係があることをいう。

Ê 施工体制に関し、次の要件を備えているこ
と。
{ 会社としての「かし処理体制」が整備さ
れていること。

| 施工に当って、会社の施工部門と品質管
理部門（監理技術者の資格を有する者が担
当すること。）がそれぞれ独立した体制を取
ることができること。

F̂ 平成23年４月１日から資料の提出期限まで
の間に当機構東日本地区で発注した工事種別
「建築」において調査基準価格を下回った価
格をもって契約し、工事成績評定が68点未満
である者（共同企業体又は共同企業体の構成
員が該当する場合を含む。）については、次の
条件を満たしていること。

・当機構東日本地区で発注した工事種別「建
築」で調査基準価格を下回った価格をもっ
て入札し、低入札価格調査中の者でないこ
と。
・当機構東日本地区で発注した工事種別「建
築」で調査基準価格を下回った価格で契約
し施工中の者は、資料の提出期限において
当該工事が終了し、品質・出来形等の確認
が完了していること。

Ĝ 低入札価格調査対象となった場合には、上
記D̂に掲げる全ての基準を満たす専任の技術
者を１名以上追加配置できること。なお、追
加配置する専任の技術者名簿については、低
入札価格調査時に資格要件等の確認できる書
類を添付して報告すること。

Ĥ 共同企業体の構成基準 共同企業体の構成
は、上記\からĜをすべて満たす者で構成さ
れ、かつ、次の{により構成しなければなら
ない。また、共同企業体の構成員数は、３者
以内とする。
{ 各構成員の出資比率は２者で構成される
場合にあっては、30％以上、３者で構成さ
れる場合にあっては20％以上であること。

| 代表者は、各構成員のうち、より大きな
施工能力を有する者であって、かつ、出資
比率が最大であること。

Î 共同企業体としての資格の認定申請等
{ 認定申請 本工事の競争入札に参加を希
望する共同企業体は、下記３^の資料の提
出に先立ち、当機構指定様式による「共同
請負入札参加資格審査申請書」及び「特定
建設工事共同企業体協定書」等を提出し、
当機構が示した事項について審査を受け、
競争参加資格を有する者として認定を受け
なければならない。（事前にシステム上の登
録が必要なため、資料提出期限日の一週間
前までに提出してください。）
なお、下記３^の提出期間内に申請書等
を提出しない者又は競争参加資格がないと
認められた者は、本工事の競争入札に参加
することができない。

| 認定資格の有効期限 認定日から本工事
が完成する日までとする。ただし、落札者
以外の者にあっては、本工事に係る契約が
締結される日までとする。

３ 入札手続等
\ 担当支社等 〒163`1382 東京都新宿区西
新宿六丁目５番１号新宿アイランドタワー19

階 独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住
宅本部 総務部経理チーム 電話03`5323`

2800

] 入札説明書、申請書、設計図面及び現場説
明書等の交付期間及び交付方法 入札説明
書、申請書、設計図面及び現場説明書等（以
下「交付資料」という。）の交付を希望する場
合は、別添のＦＡＸ専用の申込書（末尾に添
付）を下記の期間に送付し、申し込むこと。
※ 設計図面等の交付方法を、下記{、|か
ら選択し、交付申込書の□を塗りつぶすこ
と。
{ 設計図面・現場説明書のＰＤＦデータ
をＣＤに収録し無償交付。

| 設計図面を機構内コピーセンターで有
償印刷、現場説明書はＰＤＦデータをＣ
Ｄに収録し無償交付。（ただし、どちらの
場合も宅配便着払いにて送付するので、
送料は交付申込者の負担とする。）
総務部首都圏入札チームにてＦＡＸ受領
後、購入申込書を独立行政法人都市再生機構
東日本賃貸住宅本部コピーセンター受託業者
「株式会社ブルーホップ」（以下「コピーセン
ター」という。）に回付した時点で、申込者と
コピーセンターとの間で入札説明書等販売契
約が成立するものとする。
コピーセンターは、ＦＡＸ受領後、３営業
日後（土曜日、日曜日及び祝日は営業日とし
て数えない。）までに、入札説明書等が申込者
に到着するように発送する。３営業日を過ぎ
ても入札説明書等が到着しない場合は、総務
部首都圏入札チームに電話にて確認するこ
と。

^ 申請書及び資料の提出方法、期間及び場所
{ 申請書の提出方法、期間及び場所
提出方法
◎単独企業にて参加申請を行う場合 申
請書は、紙により提出することとし、
あらかじめ前日までに提出日時を連絡
のうえ、内容を説明できる者が持参す
るものとする。なお、郵送又は電送に
よるものは受け付けない。
◎特定建設工事共同企業体により参加申
請を行う場合 共同請負入札参加資格
審査申請書等について審査を受け、競
争参加資格を有する者として認定を受
けなければならない。なお、申請書等
は、紙により提出することとし、あら
かじめ前日までに提出日時を連絡のう
え、内容を説明できる者が持参するも
のとする。なお、郵送又は電送による
ものは受け付けない。
上記以外の申請書及び資料について
の提出方法は、上記単独企業にて参加
申請を行う場合と同じ。

提出期間
◎単独企業にて参加申請を行う場合 申
請書及び資料は、平成25年７月５日
（金）から平成25年７月29日（月）ま
での土曜日、日曜日及び祝日を除く毎
日、午前10時から午後４時（ただし、
正午から午後１時の間は除く。）までと
する。

なお、設計図面及び現場説明書等の交付に
当たって、上記|の設計図面を紙による有償
交付を希望した場合には、代金については、
設計図面及び現場説明書等に同封するコピー
センター発行の請求書により、銀行振込等に
てコピーセンターに支払うものとする。

【受付期間、申込先、送信先、問合先】
受付期間 平成25年７月４日（木）から平

成25年７月29日（月）までの土曜
日、日曜日及び祝日を除く毎日、
午前10時から午後４時まで

申込先 独立行政法人都市再生機構東日本
賃貸住宅本部コピーセンター受託業
者 株式会社ブルーホップ

送信先 ＦＡＸ03`5323`4785（注 総務
部首都圏入札チームのＦＡＸ番号）

問合先 〒163`1382 東京都新宿区西新宿
六丁目５番１号（新宿アイランドタ
ワー19階）独立行政法人都市再生機
構東日本賃貸住宅本部総務部首都圏
入札チーム 電話03`5323`2591
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